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定款一部変更に関するお知らせ 
 
 
当社は、平成 21 年５月 12 日開催の取締役会において、「定款一部変更の件」を、平成 21 年６

月 25 日開催予定の第 24 期定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、下記のとおり
お知らせいたします。 
 

記 
 

１．定款変更の理由 

(1) 環境バイオ研究所開設に伴い、関連する事業内容の明確化を図るため、事業目的を追加す

るものであります。 

(2) 平成 16 年 6 月 9日に公布された「株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等

の振替に関する法律等の一部を改正する法律」（平成 16 年法律第 88 号）が平成 21 年 1

月 5日に施行され、上場株式は一斉に振替株式に変更されたこと（いわゆる「株券の電子

化」をいいます。）から、これに対応するために、株券の存在を前提とした規定の削除お

よびその他所要の変更を行なうものであります。 

(3) また、本変更に係る経過的な措置を定めるため附則を設けるものです。 

 

２．定款変更の内容 

定款変更の内容は、別紙のとおりであります。 

 

３．日程 

定款変更のための株主総会開催日 平成 21 年６月 25 日（木） 

定款変更の効力発生日      平成 21 年６月 25 日（木） 

 



別紙 
現  行  定  款 変    更    案 

第１章 総則 第１章 総則 
  
（目 的） 
第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的

とする。 
１．労働者派遣事業、一般労働者派遣

事業、特定労働者派遣事業 
２．事務処理、経理処理、電子計算機

処理、その他産業上の業務処理の
請負 

３．各種外国語の翻訳、通訳業務の請
  負 
４．電子計算機のソフトウェア、およ

び機能システム、プログラムの開
発、設計、作成業務の請負 

５．事務機器の販売 
６．個人および企業における能力開 

発、人材育成に関する教育事業 
７．見本市、展覧会、展示会等の各種

催事の開催に関する企画、設営、
援助、指導ならびに請負 

８．出版物、ビデオテープの企画、制
作および販売 

９．民営職業紹介業 
10．企業の経営に関するコンサルティ

ング業務 
11．請負業を営む会社の株式を所有す

ることにより、当該会社の事業活
動を支配、管理する。 

（新設） 
12．前各号に付帯または関連する事業

 

（目 的） 
第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的

とする。 
１．労働者派遣事業、一般労働者派遣 

事業、特定労働者派遣事業 
２．事務処理、経理処理、電子計算機 

処理、その他産業上の業務処理の 
請負 

３．各種外国語の翻訳、通訳業務の請 
  負 
４．電子計算機のソフトウェア、およ 

び機能システム、プログラムの開 
発、設計、作成業務の請負 

５．事務機器の販売 
６．個人および企業における能力開 

発、人材育成に関する教育事業 
７．見本市、展覧会、展示会等の各種 

催事の開催に関する企画、設営、 
援助、指導ならびに請負 

８．出版物、ビデオテープの企画、制 
作および販売 

９．民営職業紹介業 
10．企業の経営に関するコンサルティ 

ング業務 
11．請負業を営む会社の株式を所有す 

ることにより、当該会社の事業活 
動を支配、管理する。 

12．魚介類の養殖販売事業 
13．前各号に付帯または関連する事業 
 

第２章 株式 第２章 株式 
  
（株券の発行） 
第７条 当会社は、株式に係る株券を発行す

る。 
（自己の株式の取得） 
第８条 （条文省略） 
 
（株主名簿管理人） 
第９条 当会社は株主名簿管理人を置く。 

２．株主名簿管理人およびその事務取扱場
所は、取締役会決議によって定める。

３．当会社の株主名簿(実質株主名簿を含
む。以下同じ。) 、新株予約権原簿お
よび株券喪失登録簿の作成ならびに
これらの備置きその他の株主名簿、新
株予約権原簿および株券喪失登録簿
に関する事務は株主名簿管理人に委
託し、当会社においてはこれを取扱わ
ない。 

 
第１０条～第３９条 

（条文省略） 
 
（新設） 

 
  

 
 
 
 
 

 
 

 
（削除） 
 
（自己の株式の取得） 
第７条 （現行どおり） 
 
（株主名簿管理人） 
第８条 当会社は株主名簿管理人を置く。 

２．株主名簿管理人およびその事務取扱場
所は、取締役会決議によって定める。 

３．当会社の株主名簿および新株予約権原
簿の作成ならびにこれらの備置きそ
の他の株主名簿および新株予約権原
簿に関する事務は、株主名簿管理人に
委託し、当会社においてはこれを取扱
わない。 

 
 

 
第９条～第３８条 

（現行どおり） 
 
附 則 
 
第１条 当会社の株券喪失登録簿の作成および

備置きその他の株券喪失登録簿に関す
る事務は、株主名簿管理人に委託し、
当会社においてはこれを取扱わない。 

第２条 前条および本条は、平成２２年１月５
日まで有効とし、同日の経過をもって
前条および本条を削除する。 
 

以上 


